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　震災からの復旧が進んでいます
が、地方において人口減少問題が
大きな課題となっています。その
対策として魅力ある雇用を産むべ
く地域全体で連携し、連続的なイ
ノベーションが起こる浜通り地域

となれば流入人口も増え、課題解決の一つの強み
となると信じ、弊社では取り組んでいるので、同
じベクトルを向いた企業と連携・協力して行きた
いです。

① 帰還支援スマートフォンアプリ：登山
者向けの自律帰還 AR 機能等

② 捜索情報管理システム：リアルタイム
映像 LTE 伝送映像管理含む捜索情報
管理システム

③ 捜索ドローン用搭載システム：全シス
テムメインコントローラ 

④ 物資運搬用搭載システム：全システム
メインコントローラ

⑤ グランドコントロールアプリケーショ
ン：PC 用アプリケーション

　5 年後までに本事業における新規雇用
予定者数 10 名（広野事業所　ふくしま
デジタル・コンテンツ・センタのみ）

　平成 32 年度より営業活動を行う予定で
あり、営業、保守・運用スタッフとして浜
通り地域内で初年度 3 名、2 年目 3 名の雇
用を目標としています。

　山岳で実証可能なシステムであれば、全ての情報収集活動において流用が可
能と考え、あえて難易度の高い山岳救助をターゲットにし、開発を行っています。
またドローンから上空、陸上からはロボットでは判別できない嗅覚を持ったサ
イバー救助犬をシステム連携させることにより、情報収集、救助者発見までの
一連の救助活動を効率化できるシステムです。更に遭難者向けにも自律帰還機
能及びシステム連携機能を持ったスマフォアプリを開発することにより、救助
者のみならず遭難者の支援も考慮したトータルパッケージとなっています。

　技術課題としては、災害大国である日本
において、いかに安全かつ迅速に捜索・救
助を行え、簡易的なオペレーションのみで
利用できるシステムを提供できるかが大き
な課題となります。研究の現状は、実装レ
ベルでは若干の改修はあるものの、実用化
後の運用・保守面を考慮したシステム改修
フェーズに入っています。

自律型ドローンロボットにより山岳救助を劇的に効率化
する「捜索支援システム」の開発実用化事業

実施期間：2017年度～ 2019 年度　実用化計画開発実施場所：広野町

2017年度開始

　近年、山岳登山者が増加傾向にあり、それに伴い道迷いの通報者が増加しているため、救助側に負担がかかっ
ています。登山者および消防・警察双方に安全かつ効率的な捜索・救助が行えるようドローンを使用した捜索シ
ステム及び AED・AID キッド等を搬送するシステムの研究開発を行っています。

エム・デー・ビー株式会社

本イメージの概要は下記これまでに得られた成果に記載
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　当社では自動運転に係るコ
スト低減を実現し、より多くの
地域で自動運転システム及び
自動運転車輌を活用した公共
交通、物流など各種サービス
の実現を目指します。これらシ
ステムの社会実装は様々な業
種、業態で横連携し進めてい
くことになります。地域交通の
利便性向上、経済活性化に向
けた活動として更なる連携、協
力をお願いいたします。

　当社は、株式会社会津ラボ
さんの自動運転システムおよ
び自動運転車輌を活用した公
共交通、物流の実現による浪
江町を始めとする被災地域の
復興への取組みに共感し、車
輌の提供とメンテナンスで事
業参加致しております。
　復興に少しでもお役に立て
る事を願っております。

株式会社会津ラボ
代表取締役　松永州央

自動運転車輌による現地試験 平成30年12月3日の公道実証開始セレモニー

福島トヨペット株式会社
代表取締役社長　佐藤修朗

①自動運転向け情報基盤 
　ブロックチェーンを活用した信頼
性ある情報基盤の構築を行い、各種
データの登録、参照ができるように
なりました。 
②自動運転車輌の構築 
　ミニバン型の試験車輌に全方位
レーザー、カメラ、車輌制御ソフトを
搭載した自動運転車輌の構築を行い
ました。 
③公道での自動運転走行 
　福島県初となるレベル３（条件付運
転自動化）での自動運転走行を浪江町
役場・浪江駅間の経路で行いました。

　今年度の事業から、想定地域
である福島県浪江町において公
道での自動走行実証を開始しま
した。本成果の実用化により、
過疎地域や公共交通が十分でな
い地域において、巡回交通の
サービスが提供でき、当該地域
においての住民の移動促進、経
済的貢献も期待されると考えて
います。

平成 31 年度： 情報基盤の運用開始、公共交通
サービスとしての運航開始 

平成 32 年度： コスト低減及び自動運転パッケー
ジの展開 ( 情報基盤を含む ) 

平成 33 年度： 他地域への展開による事業拡大

　本実用化事業では、自動運転向けのオープンな情報基盤の構築と当
該基盤を用いた自動運転車輌の運航管理システムを構築します。オープ
ンな情報基盤は、各車輌から相互に情報の提供を受け、当該データを利
活用することで自動運転に係る初期費用、運用費用の低減が実現されま
す。今年度は自動運転車輌の構築を行い、福島県初となる公道における
自動運転実証を開始しました。福島トヨペットは主に自動運転車輌の整
備・運用保守点検を、会津ラボは主に情報基盤の開発、構築を実施しま
した。また両社で公道での自動運転走行実証を行いました。

　過疎地域や公共交通機関が十分に機能してい
ない地域において、新たな交通手段の確保が急
がれています。自動運転車の導入は解決手段の
一つですが、現在のシステムは初期導入と運用
コストが高すぎて現実的ではありません。本プロ
ジェクトでは独自の共通情報基盤を構築すること
で自動運転に係るコスト低減を目指します。 

自動運転に係る情報基盤の構築及び
まちなか巡回車輌の実用化に向けた実証試験 

実施期間：2017年度～ 2019 年度　実用化計画開発実施場所：浪江町

　自動運転車輌が利用可能な情報基盤の構築を行い、情報の相互利用性を高めることで将来的な自動運転に係るコ
スト低減を目指します。車輌を自動運航するにあたって車輌に搭載された様々なセンサが複合的にデータを収集し、
リアルタイムに分析を行っています。現状はほぼ全てのデータが車輌内に設置されたコンピューターにより分析さ
れています。 本プロジェクトではセンサ等の取得データをクラウドに集約し、活用するシステムを開発しています。

㍿   会津ラボ、福島トヨペット㍿   09
2017年度開始
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2018年度版　浜通りの未来を拓く実用化開発プロジェクト　　福島県地域復興実用化開発等促進事業




